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木造軸組工法による耐火・準耐火構造の開発と普及 
 

一般社団法人日本木造住宅産業協会は、木造軸組工法による耐火構造の大臣認定を取得し、

１時間耐火構造・２時間耐火構造の設計マニュアル講習会を開催しています。 

「木造軸組工法による耐火建築物設計マニュアル」（１時間耐火構造）講習会を、東京、

大阪、名古屋にて合計２０回開催（うち５回はＺｏｏｍによるＷｅｂ講習を同時開催）し、

令和３年度の受講修了登録者は合計４４１名（累計受講登録者数１０，４５４名）でした。 

「木造軸組工法による耐火建築物設計マニュアル」（２時間耐火構造）講習会を、Ｗｅｂ

方式にて合計６回開催し、令和３年度の受講登録者は合計５０名（累計受講登録者数３２２

名）でした。 

なお、「木造耐火大臣認定書」（写し）（１時間耐火構造）の令和３年度発行件数は３０５

件（累計発行件数４，０４４件）、２時間耐火構造の認定書（写）の発行１件（累計発行件

数２件）でした。 

また、外壁、間仕切壁の７５分準耐火構造の大臣認定及び外壁の９０分準耐火構造の大臣

認定取得を契機にマニュアル（追補版）を作成し、１１月１９日以降開催の１時間耐火構造

マニュアル講習会において追加説明しました。 

さらに、木造軸組工法による耐火建築物の実例集を取り纏め、昨年９月と今年３月にホー

ムページ公開（累計３９件を掲載）しました。 

令和４年３月末現在の大臣認定書（写し）の発行数と、令和３年度確認申請済報告物件の

面積別、建物用途別の分析状況は、以下のとおりです。 

記 

１． 1時間耐火構造大臣認定書（写し）発行状況（このほか、２時間耐火構造１件がある） 

   令和３年４月～令和４年３月 ３０５件  累計 ４，０４４件 

 

２． １時間耐火構造物件の分析（令和３年度の確認申請済報告物件２４８件の分析） 

 【延床面積別割合】         【建物用途別割合】     

２００㎡以下   ７２％      専用住宅        ６１％ 

   ２０１～５００㎡ ２１％      専用住宅以外住宅系 ２５％ 

   ５０１㎡以上    ７％      非住宅        １４％   以上 
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